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1.現在の北東アジアについて

⇒日中や日韓
など不安定化
する危険性が
高い地域

欧州安全保障協力会議（CSCE）の事例を参考にこの地域の安全保障

体制をどのように構築していくべきか考察していく

韓国海軍艦艇による火器管制
レーダー照射事案（2018年）

尖閣諸島中国漁船衝突事件
（2010年）



2.CSCEプロセス

ヘルシンキ最終議定書（1975年）
（第1バスケット 信頼醸成措置）

・兵員 25,000 人以上の軍事演習に関し

て演習開始 21 日以前に全参加国に通告

することの義務付け

・小規模の軍事演習の事前通告奨励

・主要な軍の移動に関する通告の奨励等

ヘルシンキ宣言への各国首脳による署名

ストッくホルム文書（1986年）

・軍事活動・軍事演習へのオブザー

バーの招待義務付け

・軍事活動の年間計画の事前通知等の

取り決め等



同盟関係
友好関係
軍事的な協力関係あり

中国
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3.北東アジア各国
の関係性



中国

ロシア モンゴル 韓国

日本

アメリカ北朝鮮

・７ヵ国を包括する「軍事信頼醸成措置」を導入

北東アジア各国と友好関係を築いているモンゴル
が中心となり安全保障体制を構築

モンゴル

ロシア 中国

日米

「北東アジア安全保障会議」をウランバートルで開催

4.政策提案



5.北東アジア安全保障会議最終議定書(案)
（ウランバートル宣言）

Ⅰ信頼醸成措置

A 2 万人以上の軍事演習に関して、演習開始 21 日以前に全参加国に通告

することの義務付け

B 軍事演習へのオブザーバーの招待の奨励

C 軍事活動の年間計画の事前通知の奨励

D 防衛代表者間、上級軍人、軍事研究者、専門家間の交流促進

E 最終決定書の適用地域は北東アジア各国の領域、東シナ海、日本海、グ

アム以西の太平洋とする



Ⅱ会議のフォローアップ

A 最終議定書の履行状況を確認する参加国外相によるフォローアップ会

議を年に 1 度開催する。

B 会議の資料管理、参加国との連絡調整等のため北東アジア安全保障会

議事務局を設置する。

C 紛争予防センターを設置し、参加国の北東アジア安全保障会議駐在大

使を招集する。駐在大使による軍事関係を中心とする紛争予防会議を週に

1 度紛争予防センターで開催する。

D 事務局は北京、紛争予防センターはウランバートルにそれぞれ設置す

る。

5.北東アジア安全保障会議最終議定書(案)
（ウランバートル宣言）



相互不信を打破し『安全保障の基礎』を築

くことが安定化の第一歩に

CSCEプロセスが現在の欧州安定の礎に

北東アジアに新たな協力関係を
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